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Ⅰ 制度創設の背景と目的（趣旨）

１ 制度創設の背景 
（１）国の動き 
・政府の SDGs アクションプラン 2020 では、SDGs 実施指針の下、SDGs を原動力とした地方創生
に取り組むためには、地域社会と経済を支える中小企業への更なる浸透が必要であり、地方公共団
体には、官民連携による地域課題の解決を一層推進させること等が期待されている。 
・具体的な施策として、内閣府が設置した「地方創生 SDGs 金融調査研究会」を中心に、SDGs 達成
に寄与する地域事業者が地域金融機関からの投融資を促す仕組み「地方創生 SDGs 金融フレーム
ワーク」が検討された。本フレームを通じた自律的好循環の形成に向けて、地方公共団体には、「登
録・認証制度」を構築・運用することにより、地域事業者の取組を評価及び見える化する役割が求
められている。 

地方創生金融フレームワークのイメージ（出所 内閣府）

（２）社会の動き 
 ・国内では、政府のアクションプランに基づき、各省、産業界、経済界の動きが加速するとともに、
ESG投資、ESG経営、脱炭素に向けた動きなど、企業等を取り巻く社会経済状況は大きく変化し
ており、SDGs に取り組むことで、地域の様々な主体とつながり、持続可能性を高めることが企業
等の経営戦略として重要といわれている。 

（３）他自治体の動き 
 ・自治体において「登録・認証制度」構築に向けた動きが広がっており、長野県の「長野県 SDGs 推
進企業登録制度（令和元年）」、神奈川県の「かながわ SDGs パートナー（令和元年）」をはじめ、
県内でも横浜市、相模原市が令和2年度から制度を創設した。 

２ 制度創設の目的 
・SDGs達成のためには、本市自らが積極的に取組を進めるだけではなく、地域の様々なステークホ
ルダーによる主体的な取組が不可欠である。 
・制度を通じて、SDGs達成に向けた市内事業者の取組の「見える化」を行い、様々なステークホル
ダーや地域金融機関と連携して、市内事業者への支援を実施することで、さらなる取組の推進及び
取組の裾野の拡大を図り、市内におけるSDGsの取組の活性化につなげることを目的とする。 

Ⅱ 検討の経過 

１ 市内企業等へのヒアリング 
 ・本制度の実用性を高めるため、市内中小企業や地域金融機関等にヒアリングを行い、手続きや提出
書類、登録・認証企業に対するインセンティブなど制度設計に向けて意見を反映させた。 

Ⅲ 川崎市ＳＤＧｓ登録・認証制度「かわさきＳＤＧｓパートナー」の概要

１ 基本的な考え方 
・SDGs を広く普及するため、チェックリスト形式の申請書などにより、書類作成の負担を軽減し、
地域の事業者が参加しやすい制度とする。 
・SDGs の取組を拡大するため、申請書類作成の過程で、事業活動と SDGs の関係性や今後の取組
について気付きを得られるような様式とする。 
・本市の特色を踏まえ、「かわさき☆えるぼし認証制度」「低 CO2川崎ブランド・川崎メカニズム認
証制度」をはじめ本市が設置している様々な既存の認証制度との連携を図るとともに、「環境」や
「地域」の課題解決に向けた取組を重視する。 

2  募集対象 
・多様なステークホルダーの連携を進めるため、企業だけではなく、NPO法人、市民団体、教育・
研究機関等も本制度の対象とする。 
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企業 
川崎市内に事業所のある、あるいは川崎市内で事業展開をしている企業等 

NPO法人、市民団体、教育・研究機関等 
川崎市内に所在する組織、あるいは川崎市内で活動をしている組織等 

※本制度においては、応募対象となる企業、団体等を「事業者」と呼ぶこととします。 

3 制度スキーム 
・「登録」と「認証」の2段階とする。 
・「登録」は、より多くの事業者の参加を促すため、簡素な手続きで登録できる仕組みとし、間口を
広くする。 
・「認証」は、SDGs への具体的な行動を促すため、取組の自己評価や今後に向けた目標設定などを
求める。

４ 申請の手続きとインセンティブ 

登録（パートナー） 認証（ゴールドパートナー） 

手続き 
登録申請書で 
SDGｓに取り組む意思を表示 

登録申請書に加えて 
自己チェックシートと認証申請書で 
自己評価と目標設定 

インセンティブ 

・登録証の交付 
・登録事業者用ロゴの使用許可 
・プラットフォームへの参加資格付与 
・市 HPで事業者名を公表 

・認証書の交付 
・認証事業者用ロゴの使用許可 
・プラットフォームへの参加資格付与 
・市HP等で事業者の取組を紹介 
・融資制度による優遇措置 
（信用保証料補助など） 

※その他、 
公共調達等における活用等について検討中 

５ 募集スケジュールと認証期間 
・概ね 3か月に 1回募集を行い、登録・認証期間は、認証日等から3年間とする。 

６ 認証の評価項目 
・認証を目指す事業者が作成する「自己チェックシート（第 2号様式）」では、環境、社会、ガバナ
ンス、地域の 4 つの分野で自己の取組を評価し、各分野において１つ以上の取組があること、全
体として一定の水準（点数）を満たしていることを要件に、認証を行う。 

＋

７ 申請様式（イメージ） 
（１）登録申請書 

さらに上を目指す事業者は

認証にチャレンジ！

登録 

パートナー 

認証 

ゴールドパートナー

Governance

ガバナンス 

Environment

環境 

Social 

社会 

Local 

地域 

企業統治体制の

構築など 
女性の活躍推進

など 

脱炭素への取組

など 

地域コミュニティ

への配慮など 

ＳＤＧｓに取り組む 
意思を宣言 
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（２）自己チェックシート（認証事業者用） 

（３）認証申請書（認証事業者用） 

８ 横浜市との連携 
 ・横浜市でも同様の制度（横浜市 SDGs 認証制度〝Y-SDGs“）の運用を開始している。 
・活動領域が両市に及ぶ事業者も多いことから、両市の制度を利用する場合に手続きを簡素化する
など、連携の方策を協議・検討中。 

９ 「（仮称）川崎市ＳＤＧｓプラットフォーム」を通じた登録・認証事業者のネットワーク化 
・登録・認証制度の構築により、市内において SDGs に取り組む事業者の増加が見込めることから、
事業者の取組を支援するとともに、企業、市民団体、金融機関、経済団体等の多様なステークホル
ダーをつなぎ、新たな取組を創出することで市内の活動を活性化する仕組みとして、プラットフォ
ームを構築する。 

（仮称）川崎市ＳＤＧｓプラットフォームのイメージ

Ⅳ 今後のスケジュール

・令和３（2021）年 3月 3日 20 日 かわさきＳＤＧｓパートナー第１回募集開始 
・令和 3（2021）年４月 第１回登録・認証事業者の発表、プラットフォームの運用開始 
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